
データ分析を軸に、経営課題の解決策を事業・人・組織の観点から導き出す

未来型ピープル・アナリティクスの主な活用例

未来型ピープル・アナリティクス
デジタル時代の変革の鍵を導き出す、“事業×人事”型データ分析

データの力が飛躍的に発展し、今やデータ分析は顧客・消費者の理解や現場の課題解決に不可欠ですが、人と組織に関わ
る領域においては、今なおデータ活用が進まず、「勘と経験」「人事システム上のデータ分析」に留まる企業が大多数です。
デロイト トーマツ コンサルティングは、財務・業務/活動内容・生産状況や顧客接点を表すデータと人事データを組み合わせ
た分析により、人事データが有する示唆を最大限引き出し、生産性の向上やトラブルの予防、優秀人材の確保といった経営
課題の解決策を複合的に導き出します。そして施策の効果検証手法やデータ基盤・運営体制の整備までを一貫して支援し
ます。

ピープル・アナリティクスを活かせる範囲は広く、採用・配置・育成・退職といった人材マネジメント上の課題のみならず、
営業・マーケティング・設計・研究開発などの事業部門が抱える課題や、店舗経営などへの活用も可能です。

採用後の活躍人材の予測
採用後の活躍人材の特性を分析・提示し、採用時の
早期発見・コンタクトを促し、採用確率を高めます

人材の最適配置モデルの構築
マッチングモデルや配置案を分析・提示し、
配置案作成の効率や、配置後の活躍確率を高めます

早期育成モデルの構築
人材の成長速度を高めるモデル・経験案を
分析・提示し、人的生産性・人件費効率を高めます
.

デジタル人材の発掘・活用
デジタルトランスフォーメーションへの対応適性が高い
人材を発掘し、事業創出・業務効率化を加速させます
.

退職予備軍の予測・未然防止
人材の退職予兆を検知し、予防策を通じて採用・教育
などのコストを抑制し、将来の期待収益を確保します
.

従業員エンゲージメント向上
エンゲージメントを左右する主な要因や課題を分析・
提示し、エンゲージメント向上に効く施策を立案します

イノベーション風土の醸成
組織学習や創発、イノベーションを左右する主な要因や
課題を分析・提示し、風土醸成に効く施策を立案します

ソリューション営業への変革
「モノ売り」から「コト売り」など、高付加価値・課題解決型
の営業へ変革するための組織・人的要因を特定します
.

品質トラブル・事故の予防
労働環境や業務の改善に効く施策を検討し、
人や組織に起因するトラブル発生率を低減します
.
店舗収益・顧客満足度の向上
既存店舗のベストプラクティスを分析し、収益・顧客満足
度を左右する要因を特定し、解決策を導き出します.
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1. 経営課題に
踏み込んだアプローチ

2. “×HR” による
課題のメカニズム解明

3. HRテクノロジーの
選定・導入支援

4. データ基盤整備から
運営体制まで支援

デロイトによる支援の特長

人事データ最適な課題解決策の
導出

生産

活動

「営業力を強化するためには？」

「事故・品質問題の解消の決め手は？」

「デジタル人材をいかに発掘するか？」

「社員の力を引き出す配置先は？」

「イキイキとした職場を増やすためには？」

「優秀人材の流出をいかにして防ぐか？」

業務システム
（Office365・SFA・PM）

人事基幹
システム・
勤怠システム

タレント
マネジメント
システム

生体センサ ウェアラブル端末

パルスサーベイ・
特性診断

顧客

事業データ＝

業務
品質

財務
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データマネジメントの自走化に向けた支援

導入事例

ピープル・アナリティクスの定着までを見据えると、データマネジメントサイクルの構築が肝要です。4フェーズ・8ステップ
からなるサイクルの支援を通じて、事業・機能課題の解決や労働生産性の向上等を継続的にフォローアップします。

Phase4
施策の浸透・定着

Phase3
施策の立案・実行

Phase1
構想策定

Phase2
精度の高い課題解決策の明確化

現状把握・課題特定

目指す姿の明確化
精度の高い

課題解決の方向性
の明確化

データの問診
データの分析

データの収集・精査

分析モデルの選択

テクノロジーの導入・活用促進

運営体制の構築

データ分析・活用の成熟度把握・向上

Step2

Step1

Step2

Step3

施策の具体化・実行 モニタリングの実施

Step4

施策効果の測定
チェンジ

マネジメントの支援

Step5 Step6

Step7

Step8

一人当たり生産性＋800万円
重要顧客の売上比率18→24％

平均15年

標準7年

優秀営業の特性・早期育成パスの発見

人材タイプに応じたエリア横断配置案策定

優秀営業の
特性活動データ

インタビュー

顧客開拓型

既存深耕型

約2億円のコスト抑制※

※可能性高に該当する社員の退職を3割抑制：20人、
一人当たり効果額1,000万円で試算

違いや傾向の把握

傾向に当てはまる人の発見

退職者
の特性

在職者
の特性

高退職率カテゴリーを特定

NO

YES

退職
可能性低

退職
可能性高現有人材

過去
データ

当てはまるか

＞

平均退職率

5％

特性A

特性X
×

20％

退職者全般の特性を抽出

大手メーカーA社：早期育成モデル構築・配置案策定 大手メーカーB社：退職予備群の予測・未然防止
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